
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

 







 

 

 

 





 

６ 推計条件について 

  令和４年３月に策定した中期財政計画に掲載した令和３年度～令和７年度 財政

計画表（歳入・歳出）に準じ、次の条件のもとで推計しています。 

  また、令和５年度については当初予算と新庁舎・（仮称）新福祉会館建設事業を加

味した見込みを掲載しています。 

 ⑴ 歳入 

  ア 地方税 

  現時点で把握している税制等を勘案の上、推計します。地方税については、

令和５年度当初予算額に基づき、令和６年度以降は固定資産税及び都市計画税

の評価替えを見込みます。 

イ 地方譲与税等 

  利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金については、令和５

年度当初予算と同額推移を見込みます。 

  法人事業税交付金、地方消費税交付金、環境性能割交付金については、令和

５年度都通知額と同額推移を見込みます。 

  地方特例交付金については、令和６年度以降の制度変更が未定のため、令和

５年度当初予算と同額推移を見込みます。 

  ウ 地方交付税 

    令和３年度は交付団体となりましたが、令和４年度は不交付団体に戻り、令

和５年度も不交付の見込みであることから、令和６年度以降も交付を見込みま

せん。 

    特別交付税については、令和６年度以降、令和５年度当初予算と同額程度の

推移を見込みます。 

  エ 分担金・負担金 

    市町村が一部の特定の者に対して特に利益のある事務事業を行う場合に必要

な経費に充てるため、利益を受ける者から徴収するものを分担金・負担金と言

います。令和６年度以降は、令和５年度当初予算と同額推移を見込みます。 

  オ 使用料・手数料 

    令和６年度以降は、令和５年度当初予算と同額推移を見込みます。 

  カ 国都支出金 

    国及び都からの補助金等については、毎年度歳入される分、各年度予定され

る普通建設事業に係る分等（特殊要因）に分けて見込みます。 

  キ 寄附財産収入 

    寄附金又は財産の売払収入が該当します。令和６年度以降は、令和５年度当

初予算と同額推移を見込みます。ただし、令和７年度及び令和８年度は東小金
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井駅北口まちづくり事業用地の売却益として、それぞれ２億円と４億円を見込

みます。 

  ク 繰入金 

    主に基金から一般会計へ資金を受け入れる時の収入です。財源不足が見込ま

れる時期については、財政調整基金等からの繰入れを見込みます。 

ケ 繰越金 

令和６年度以降は１５億円を見込みます。 

  コ 諸収入 

    令和６年度以降は、令和５年度当初予算と同額推移を見込みます。ただし、

令和９年度は第二庁舎保証金返還金７億円を見込みます。 

  サ 地方債 

    建設事業債については、事業に対して適切に見込みます。臨時財政対策債に

ついては見込んでいません。 

⑵ 歳出 

ア 人件費 

  定年が、令和５年度から２年に１歳ずつ６５歳まで引き上げられることを加

味して見込みます。 

イ 扶助費 

  国の政策及び社会情勢による影響が大きい経費です。制度の見直しなど不確

定要素がありますが、右肩上がりの伸びを見込みます。 

ウ 公債費 

  令和５年度当初予算ベースでの償還額に、各年度の起債発行に伴う償還予定

額を加えて見込みます。 

  エ 物件費 

    令和６年度以降、経常的経費については、令和５年度当初予算と同額推移で

見込み、その他計画推進に係る経費を個別に見込みます。 

  オ 維持補修費 

    建築年度の経過により、修繕等必要となる部分が推測されますが、令和６年

度以降は、令和５年度当初予算と同額推移を見込み、施設の状況を確認し、計

画的・効率的な修繕に努めます。 

  カ 補助費等 

    令和６年度以降は、令和５年度当初予算と同額推移を見込みます。ただし、

下水道事業会計繰出金及び浅川清流環境組合負担金は個別に見込みます。 

  キ 積立金 

    基金積立金については、財政規律の観点を踏まえ、財政調整基金のほか、公
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共施設マネジメント基金、新型コロナウイルス感染症対策基金、環境基金、教

育施設整備基金への積立てを見込みます。 

ク 投資及び出資金貸付金 

令和６年度以降は、令和５年度当初予算と同額推移を見込みます。 

ケ 繰出金 

国民健康保険特別会計繰出金等について、各年度の繰出を見込みます。 

  コ 投資的経費 

    中期財政計画を基本とし、小金井市公共施設等総合管理計画に基づき、実施

が見込まれる事業の経費を計上します。 

 

  〇 事業の実施時期等について検討・調整を要する事業 

    新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に伴う跡地等活用事業、東小金井市政セン

ター整備事業、耐震性貯水槽設置事業、一小・南小地区児童館整備事業、武蔵

小金井駅北口まちづくり事業、ホームドア等整備促進事業 
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